
 

第 10 期 令和 7 年度 第２回 

さいたま市地域自立支援協議会 次第 

日 時：令和７年 11 月 13 日(木)14 時 30 分～16 時 30 分 

オンライン開催 

○ 開   会 

 

○ 議   題 

 

１．日中サービス支援型グループホームについて 

２．地域生活支援拠点等の登録について 

３．各専門部会の取組について 

４．日中サービス支援型グループホームの評価等を行う協議の場について 

５．地域生活支援拠点の検討状況について（北部・南部圏域からの報告） 

６．障害者支援地域協議会で挙げられた課題の共有について（政策委員会へ報告） 

 

○ 閉   会 



選出分野 所属及び職名 氏　　　名 部会

1 福祉事業従事者
社会福祉法人邑元会
障害者支援施設しびらき　施設長

相浦　卓也 虐待

2 行政機関
浦和公共職業安定所
専門援助部門　統括職業指導官

相澤　秀一

3 福祉事業従事者
社会福祉法人さくら草
デイセンターさくら草・キッズさくら草　施設長

市川　知任 子ども

4 学識経験者 筑波大学　人間系（障害科学域）　助教 大村　美保 虐待

5 市職員
福祉局　障害福祉部　参事　兼
障害者総合支援センター所長事務取扱い

小泉　秀幸 虐待

6 福祉事業従事者
社会福祉法人鴻沼福祉会 常務理事　兼
つばさ共同作業所　所長

酒井　依子

7 市職員 南区役所　健康福祉部　支援課長 澁谷　信行

8 福祉事業従事者
社会福祉法人埼玉福祉事業協会
理事長

髙橋　清子

9 当事者団体
一般社団法人さいたま市手をつなぐ育成会
理事

髙橋　純子

10 学識経験者 公益社団法人埼玉県社会福祉士会　会長 遅塚　昭彦 相談

11 福祉事業従事者
障害者生活支援センター連絡会議　会長
見沼区障害者生活支援センターやどかり
管理者

三石　麻友美 精神

12 市職員 保健衛生局　保健所　精神保健課　課長 山川　敬子

氏　　　名 備考

1 岸端　泉

2 渡邉　奏子

第10期　さいたま市地域自立支援協議会委員名簿
【任期：令和７年４月１日～令和９年３月３１日（２年間）】

【議題５】地域生活支援拠点の検討状況について（北部・南部圏域からの報告）

所属及び職名

北区障害者生活支援センターみぬま　主任相談支援専門員

浦和区障害者生活支援センターやどかり　管理者



 

◆令和７年度精神保健福祉部会について◆ 

【今年度の取り組み】 

・アウトリーチ事業を継続して実施し、事例の報告をする。 

・精神障害者の家族支援を継続して実施し、実施結果の報告をする。 

・入院者訪問支援事業について運営方法を引き続き検討し、進捗状況の報告

をする。 

・ピアサポート事業の実施状況について報告し、意見交換を行う。 

 

◆第１回精神保健福祉部会（ R7.7.23 ） 

〇入院者訪問支援事業について 

・本事業の概要を所管課から説明。さいたま市では、今年度、県と共催で入

院者訪問支援員養成研修を実施予定(R7.8.22 と 8.25 に実施済)。支援員

の派遣は、来年度(令和８年度)から実施予定。本事業の実施を通して、病

院と事業所等の連携や、福祉と保健の連携を強化し、「当事者にとって切

れ目のない支援」の推進につなげていきたい。 

 

〇精神科病院における虐待通報への対応について 

 ・所管課からの報告と意見交換。令和６年４月１日に施行されてから、虐待

通報窓口の設置とその周知、実際の運用について検討してきた。今後の課

題として、「虐待の事実を認定する基準」「グレーゾーンへの対応」「緊急

性のある事例への対応」が挙がった。 

 

〇精神障害者支援の障害特性と支援技法を学ぶ研修について 

 ・市内の事業所に勤務する相談支援専門員を対象に２日間実施。１日目は、

基礎知識等をテーマとしたオンライン形式、２日目は、グループワーク等

を取り入れた対面形式で実施した。参加者の理解度や満足度も高かった。 

 

〇地域移行・地域定着支援連絡会議及びピアサポート事業について 

 ・令和７年７月 18 日に実施された第１回地域移行・地域定着支援連絡会議

の内容や、令和６年度のピアサポート事業の活動状況について報告・意見

交換。グループホームへ移行する際の実態把握の必要性や、ピアサポータ

ーによる訪問活動が未実施の病院については次回（10 月）までに実施す

ることなどが報告された。 
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〇令和６年度障害者支援地域協議会からの活動報告について 

 ・令和６年度に地域協議会から挙げられた課題等を共有。令和７年度中に、

大宮区と緑区を加えた全 10 区に設置完了予定。緑区では、12 月に説明会・

準備会を行い、翌年２月に第１回地域協議会を開催予定。 

 



◆令和７年度障害者虐待防止部会について◆ 

【今年度の取り組み】 

・さいたま市障害者虐待統計から傾向を分析し、虐待防止に係る今後の取組につ

いての検討を進める。 

・今後の障害者虐待対応の参考となるよう、引き続き事例検証を実施する。 

・障害者虐待対応事例集の充実を図るため、随時内容を精査し、区における活用

状況や活用方法を確認する。 

 

◆第１回 障害者虐待防止部会 （ R7.7.28 ） 

○令和６年度障害者虐待統計集計表について 

・養護者による虐待、施設従事者による虐待、使用者による虐待のそれぞれに

ついて統計を確認し、意見交換。養護者による虐待通報件数は過去最大で、

施設従事者による虐待の通報件数は昨年度と比べると大きく減少。 

・コアメンバー会議は、区の支援課や支援センター、関係機関がメンバーとし

て入り、状況に応じて基幹相談支援センターも参加する。 

 

○さいたま市障害者虐待対応事例集について 

・昨年８月に、区支援課と生活支援センターに事例集を配布。活用状況につい

て調査結果を報告・意見交換。支援課では、４区が活用し、６区が未活用。

支援センターでは、５か所が活用し、10 か所が未活用。「相談支援指針」と

事例集をリンクさせたり、虐待の有無を判断した根拠を載せたりすると、活

用しやすいという意見等が出た。 

 

○令和６年度障害者支援地域協議会からの活動報告について 

・地域協議会の概要と、そこで挙がった課題について報告・意見交換。 

・地域協議会は、令和７年度中に大宮区と緑区を含む全 10 区に設置完了予定。 

・地域協議会からは、７つのテーマで課題が挙がっているが、「権利擁護・虐待

への適切な研修の実施」は本部会に関わる内容。市では、障害福祉サービス

事業所向けに、「障害者差別解消法、虐待防止・権利擁護研修」を実施してい

る。 

・数年かけて、市内の全法人の管理者に一度は上記研修を受けていただきたい

と考えている。また、研修内容を持ち帰り、各事業所でどのような研修をし

ているのかを把握する必要があるので、今後検証していきたい。 
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◆令和７年度相談支援部会について◆ 

【今年度の取り組み】 

・障害者支援地域協議会活動報告における優先課題（地域生活支援拠点、防

災・災害、家族依存・8050 問題等）の整理及び検討を継続 

・窓口相談受付シートの効果検証や指定特定相談支援事業所開設説明会の開

催等により、相談支援及びセルフプランの課題に対する検討を進める 

・大宮区と緑区に基幹相談支援センター及び地域協議会を設置 

 

◆第１回 相談支援部会 （ R7.8.25 ） 

〇令和６年度障害者支援地域協議会活動報告（相談支援・セルフプラン）について  

 ①「窓口相談受付シート」について 

 ・各区の窓口相談受付シートの活用状況について共有し、意見交換を行った。 

 活用した区では、主に相談窓口や相談支援連絡会議にて使用された。 

 ②「相談支援事業所開設説明会」について 

 ・令和７年５月 23 日に行われた相談支援事業所開設説明会の報告。 

 当日は、35 事業所ほどが参加し、参加した事業所において、新たに相談支

援事業を開始した事業所も見受けられた。 

 

○計画相談支援事業について（機能強化型の推進） 

・機能強化型加算の取組について情報共有し、意見交換を行った。 

地域の事業所では、加算を取るために加算に関する資料を読むものの、理解

することが難しく、監査との兼ね合いも含めると、加算を取るに至らない事

業所も多くあるような状況。 

 

○令和６年度障害者支援地域協議会活動報告 各テーマの対応方法について 

 ①優先課題に対する取り組みについて 

 ・優先課題と位置付けた３点（地域生活支援拠点、防災・災害対策、家族 

依存・8050 問題）についての検討状況についてそれぞれ報告。 

 ②8050 調査結果（まとめ）について 

 ・昨年度末に実施した、8050 世帯を中心とした訪問調査の結果を共有し、 

意見交換を行った。10 区全体で 40 件の調査を行い、実際に訪問できた件 

数としては 27 件であった。 

 ③ケアラー調査票について 

 ・今年度に実施する予定のケアラー実態調査の調査様式について共有し、 

意見交換を行った。 
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○基幹相談支援センター・地域協議会について（報告） 

・大宮区及び緑区の基幹相談支援センターと障害者支援地域協議会の設置 

に関する報告を行った。また、緑区の地域協議会の設置に向けた準備状況に

ついて報告を行った。緑区地域協議会は令和８年２月に設置予定。 

 



◆令和７年度子ども部会について◆ 

【今年度の取り組み】 

・医療的ケア児等コーディネーター連絡会議の活動報告を実施する。連絡会

議内で挙げられた全市的な課題について、子ども部会で協議を行う。 

・医療的ケア児等支援リーフレットの作成に関する検討を進める。 

・障害児入所施設に入所する障害児等の移行調整・移行支援の協議の場とし

て活用する。 

 

◆第１回 子ども部会 （ R7.8.18 ） 

〇障害児入所施設に入所する障害児等の移行支援・移行調整について 

・令和６年７月に全面改訂された「入所児童等の移行支援及び移行調整の手

引き」の概要を説明。さいたま市独自の取組みとして、入所児童が 15 歳

に達した段階で初回のカンファレンスを実施する。 

・高校生年齢の方について、本市の移行調整の状況を児童相談所及び市内障

害児入所施設から報告。ご家族のご意向やグループホームを行き先として

検討している方で、実際に生活ができるかどうかの判断が難しいという課

題がある。支援に悩む個別ケースについて、事例検討を取り入れてほしい

という意見が出た。 

 

〇医療的ケア児等の支援について 

(１) 医療的ケア児等支援リーフレットの作成について 

・５月に開催した医療的ケア児等支援リーフレットの作成検討会について

報告。医療的ケア児等コーディネーターの皆様にご協力をいただき、内容

や構成、配布方法について協議。その際、医療的ケア児のご家族からのヒ

アリング内容を基にした。リーフレットは、庁内関係各課に確認後、年内

の配布開始を目指す。 

 ・リーフレットにふりがなを振る必要性について意見が出た。A4 サイズの

ため、スペースに限りがあるという課題があるが、検討する。 

 

(２) 医療的ケア児等コーディネーター連絡会議について 

  ・令和７年７月７日に実施した医療的ケア児等コーディネーター連絡会議

について報告。会議には市内のコーディネーター31 名が出席した。 

・市で行った実績調査を踏まえて、医療的ケア児を受入れている事業所一

覧等の情報共有を行った。 

・リーフレットについては、相談先に医療機関を入れた方が良い、QR コー
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ドから詳細情報にアクセスできると良い等のご意見が出た。 

・コーディネーターがお互いの情報を交換する場として、今後も年に一度

は開催する。 

 

〇特別な支援が必要な子どもを取り巻く課題について（まとめ） 

・昨年度の第２回子ども部会の後、各部会員から出た意見を「医療」「福

祉」「教育」「家族」「災害」の各分野でまとめた内容を共有。 

・「教育」では、インクルーシブ教育を推進するための共通認識の共有が

必要であること、障害や疾患のある子どもが地域の子どもたちと一緒に

育つ理念の共有や具体的な取り組みが必要といった意見が出た。 

・部会長より、特別支援教育の教員養成というお立場から、現在の障害の

ある子どもたちへの支援・教育についてお話をいただいた。これからは、

より多く、より速く、より正確にという時代から、一人一人の教育的ニ

ーズに応じた教育に変わっていく。いつまでも我々の価値観を押し付け

るのではなく、時代ごとの価値観を大事にしながら、多様なサービスを

提供していくことが大切。 

 

〇令和６年度障害者支援地域協議会からの活動報告について 

  ・地域協議会の概要を説明。令和７年度中に、大宮区と緑区を加えた全 10

区に設置完了予定。 

・地域協議会連絡会議から地域自立支援協議会へ報告された地域課題の

うち、「児童期の支援」については子ども部会に関連するものである。教

育と福祉の連携等、引き続き取り組みを進める。 

  



令和 7 年度 地域生活支援拠点 北部ミーティング 

 

 

日時：令和 7 年 9 月 25 日（木）13:30～15:30 

場所：総合支援センター研修室 

参加者：北部ブロック 基幹相談センター及び支援課 

      ※南部ブロックも都合のつく区は、参加 

 

内容： 

① 『地域生活支援拠点における緊急時の支援体制について  

～三法人勉強会の取り組みを通じて～』 

        （50 分）  

 社会福祉法人久美愛園、社会福祉法人邑元会、社会福祉法人ささの会 

   

   

    

 

（質疑応答 １５分） 

 

 

 

 

② 各区のこれまでの取り組みと課題点の報告、意見交換               （４５分） 

〇区ごとの進捗、悩み 

〇体制づくり構築のために必要な取り組みについて 

〇岩槻区より・・・拠点事業のリーフレット案等 

    

 

   

 

③ 今後の取り組み内容とスケジュール確認                        （10 分） 
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福祉局 障害福祉部 障害福祉課

1

障害者支援地域協議会で
挙げられた課題の共有について

令和７年７月２４日（木）
令和７年度第１回

さいたま市障害者政策委員会
資料
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2

●障害者政策委員会と地域自立支援協議会の位置づけ

さいたま市障害者
総合支援計画
2024〜2026

（令和6〜8年度）
P.6より抜粋



地域自立支援協議会(市全域)

④検討結果

③検討を依頼

子ども部会

精神保健福祉部会

相談支援部会

障害者虐待防止部会

専

門

部

会

②報告・提案

地域協議会連絡会議
・各区からの報告を集約し、市協議会へ
・市協議会と各地域協議会の連絡調整

①報告・提案

…

・市の協議会への
報告・提案

・他区の取組を共有

≪地域自立支援協議会・地域協議会のイメージ図≫  

3

●地域自立支援協議会と障害者支援地域協議会の位置づけ

・個別の支援を通じた連携を超えて、地域の関係機関の連携を深める。
・地域の課題を話し合い、支援の質の向上を図る。
・把握した地域の課題を市自立支援協議会へ報告し、市全体で課題を共有する。

障害者支援地域協議会（地域協議会）【各区】

事務局（区支援課、基幹相談支援センター） 障害者生活支援センター

相談支援事業所 グループホーム 障害福祉サービス事業所 等



4

●障害者支援地域協議会から挙げられた課題

①地域生活支援拠点事業の推進
『課題』
【周知と役割の明確化】
• 地域生活支援拠点事業は、様々な課題に対し解消し得る可能性が高いことから、
全市的に取り組みを推進していく事が望まれる。そのため、事業所登録の拡大に
寄与する仕組みやルール作り、5つの機能について市、圏域、区で果たすべき役割
の整理、また実際に利用する当事者への説明方法等の具体的な方策が必要と考え
る。

②防災・災害対策
『課題』
【区、領域を超えた対策の検討】、【福祉避難所を含む避難所全般に関する情報の
周知】、
【個別避難支援プランの作成】
• 災害はいつ、どこで起きるか予想が出来ない中で、早急な災害対策に取り組むこ
とが必要。しかしながら、区だけでは解決できない領域があること、避難所の役
割の周知、個別避難支援プラン作成に向けた具体的な方策等が不明確。
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●障害者支援地域協議会から挙げられた課題
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③家族依存・８０５０問題

『課題』
【具体的支援の実施】、【福祉サービスの通所控えた退所の現状】
• 各区で「つながり支援」での把握や、アンケート調査の実施等を行ってい
るが、具体的な支援の検討が必要となっていることや、親亡きあとの生活
環境の不足、親の介護に伴うサービス利用控え等の課題が生じている。

④人材不足・人材育成の課題

『課題』
【ヘルパー不足の深刻化】、【人材不足・定着の具体的な方策がない状況】
• ヘルパーの高齢化による、サービスが行き届かない状況になっている課題
や、多くの事業で人材不足が課題として挙げられる中、専門性の確保、障
害特性への理解不足なども重複して課題化されている状況。



●障害者支援地域協議会から挙げられた課題
⑤障害福祉サービスと専門的支援の不足
『課題』
【移動支援のサービス単価変更の影響】、【通院等介助の制度の課題】、【GHを取り巻く問題】
【専門的支援・社会資源の不足】、【社会資源への情報アクセス】
【授産製品販売の機会、実習先の拡大、工賃向上の取り組み】、【計画相談に関する課題】
• 障害福祉サービスに係る諸問題については、政策的な観点での検討も必要であること、また区
単体でばらついた取り組みによる地域間格差など、二次的な課題へと発展してしまうことも考
えられる。これらの諸問題の解決のためには政策的な具体的検討とともに、各区で共通した実
態把握等の取り組みなど、一度整理を行ない取り組めることから実施していく事が望ましいと
考える。

⑥児童期の支援
『課題』
【療育支援の支給量の問題】、【意思決定支援、子どもの権利擁護】
【教育と福祉等の連携の課題】、【成人期への移行期の課題】
【相談先と福祉サービスへの繋ぎ】
• 児童期における支援課題として、主に適切な福祉サービスの利用、教育との連携における
総合教育の提供、１８歳を迎える際の諸問題、保護者へのケア等、多岐に渡る課題が生じ
ていることから、整理して児童の権利擁護の視点も含めた検討が必要。
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●障害者支援地域協議会から挙げられた課題
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⑦権利擁護・虐待への適切な研修の実施
『課題』
【親亡き後の支援：成年後見人制度の活用等】、
【継続的な研修等の開催】
• 全国的にも障害児者に対する虐待増加、権利侵害の実態についてはさいたま
市においても例外ではない状況となっている。専門性の維持、向上は常に必
要とされ、また適切な事業所運営に繋がる方策が必要となっており、障害の
ある方々やその家族が住み慣れた場所で生活し続ける基盤づくりを全市を挙
げて取り組むことが望ましい。



●さいたま市障害者総合支援計画と地域協議会連絡会議での課題検討項目との関連
（令和６年度８区とりまとめとの比較）

誰
も
が
権
利
の
主
体
と
し
て
，

安
心
し
て
地
域
で
生
活
で
き
る
社
会
の
実
現
を
目
指
し
て

基本目標１
障害者の権利の
擁護の推進

基本目標２
質の高い
地域生活の実現

基本目標３
自立と社会参加の
仕組みづくり

基本目標４
障害者の危機対策

（１）障害者の権利擁護に関する周知啓発
及び理解と交流の促進

（２）障害を理由とする差別の解消

（３）市障害者への虐待の防止

（４）成年後見制度の利用の支援

（１）ライフステージを通じた切れ目のない支援

（２）障害者の自立の助長及びその家族等の負担の軽減
のための総合的な支援

（３）障害者の居住場所の確保

（４）相談支援体制の充実

（３）アクセシビリティに配慮した空間の整備
（４）外出や移動の支援
（５）文化・スポーツ活動の促進

（１）防災対策の推進

（５）人材の確保・育成

（１）情報アクセシビリティの向上
及び意思疎通支援の充実

（２）障害者の就労支援

（２）防犯等の対策

【基本方針】 【基本目標】
【基本施策】 【R6年度 地域協議会連絡会議での課題検討項目】

No.７ 権利擁護・虐待への適切な研修の実施No.７ 権利擁護・虐待への適切な研修の実施

No.2 防災・災害対策No.2 防災・災害対策

No.4 人材不足・人材育成No.4 人材不足・人材育成

No.3 家族依存・8050問題No.3 家族依存・8050問題

No.１ 地域生活支援拠点事業の推進No.１ 地域生活支援拠点事業の推進

No.6 児童期の支援No.6 児童期の支援

自
立
支
援
協
議
会
に
報
告
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た
各
区
の
実
態
と
地
域
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題
を

市
障
害
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計
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に
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，
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論
に
つ
な
げ
る

さいたま市障害者総合支援計画 計画の体系
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1

●障害者政策委員会の委員から挙げられた主な意見

防災・災害対策

『課題』
【区、領域を超えた対策の検討】、【福祉避難所を含む避難所全般に関する情報の
周知】、
【個別避難支援プランの作成】
• 個別避難支援プランや避難行動要支援者名簿、福祉避難所や一般避難所の担当部
署が別々になっており、機能出来ていない部分がうまく進んでいかない原因では
ないか。

• 大規模な防災訓練も良いが、地域の方々がどれぐらいの支援が必要かを把握する
ことも大事。また、地域の若い方の力も借りられる体制づくりも必要。

• 支援学校の保護者同士でも、災害時にどうしたら良いか漠然とした不安を抱えて
おり、もっと地域の方に行政側の内容や情報が分かりやすく伝わるような働きか
けをしてほしい。

• 地域で暮らす障害者が増えている中、行政側から適切な対応を行い、福祉政策を
きちんと整備していくべき。

1

資料５−２



2

人材不足・人材育成の課題

『課題』
【ヘルパー不足の深刻化】、【人材不足・定着の具体的な方策がない状況】
• ヘルパー不足の深刻化は本市だけではなく、他自治体も同じ課題がある。
国が主導してお金を出すなど、地域共生社会の実現に向けて動くべき。

権利擁護・虐待への適切な研修の実施

『課題』
【親亡き後の支援：成年後見人制度の活用等】、
【継続的な研修等の開催】
• 後見人が本人の行為を制限しているケースもあるため、本人の権利を尊
重する成年後見制度にしていかないといけない。

●障害者政策委員会の委員から挙げられた主な意見
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その他全般的なもの

• どのように施策にしていくとか、計画の補強といった検討をどこで行う
のかがよく見えない。

• 施策に関することは政策委員会で議論すべきであり、時間の制約もある
中で、テーマを絞って議題に入れていくことも今後の在り方として大切。

●障害者政策委員会の委員から挙げられた主な意見



資料５－３ 

次期障害者総合支援計画策定について 

 

１．地域自立支援協議会と障害者総合支援計画 

 

＜障害者総合支援計画＞ 

章 章題 障害者政策委員会 地域自立支援協議会 

１ 総論 ○※１ - 

２ 各論 ○※１ - 

３ 障害福祉計画及び障害児福祉計画 ○※２ ○※３ 

 

※１ 障害者基本法 

※２ 障害者総合支援法第８８条第１０項 

※３ 障害者総合支援法第８８条第９項 

 

２．地域自立支援協議会と障害者政策員会の違い 

 

（１）地域自立支援協議会の主な役割（障害者総合支援法） 

・地域における障害者等への適切な支援に関する情報及び支援体制に関する課題

についての情報を共有し、関係機関等の連携の緊密化を図る。 

・地域の実情に応じた体制の整備について協議を行う。 

（２）障害者政策委員会の主な役割（障害者基本法） 

・障害者に関する施策の総合的かつ計画的な推進について必要な事項を調査審議

する。 

・上記施策の実施状況を監視する。 

 

３．次期障害者総合支援計画策定のためのアンケートについて 

 

（１）調査の目的 

   保健福祉に関わる障害者の生活状況やサービス等に関する利用状況、今後の要望等を把

握し、次期さいたま市障害者総合支援計画（令和９年度～１１年度）を策定する際の基礎

資料とすることを目的とする。 

（２）調査の目的 

     実施時期：令和７年１０月１日～１０月３１日 

   配 布 数：（当事者向け）６，３００部程度 

（事業所向け）メールアドレスの登録のある市内全事業所 １，０００程度 

設問内容：（当事者向け）市民会議で出されたご意見を踏まえ、設問数を削除する。 

（事業所向け）事業者のご意見や感じていることを聞くような設問を追加する。 

（３）回収状況 

当事者向け  6,200 件中 3,464 件【55％】（11/11 時点・紙回答 2,149 件、WEB 回答 1,315 件） 

事業所向け  1,057 件中 401 件【37％】（11/11 時点） 

※重複や無効の回答を含んでいるため、また、回答期限延長しているため、増減可能性あり 
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障害者総合支援法（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律） 

 

（基本指針） 

第八十七条 主務大臣は、障害福祉サービス及び相談支援並びに市町村及び都道府県の地域

生活支援事業の提供体制を整備し、自立支援給付及び地域生活支援事業の円滑な実施を確保

するための基本的な指針（以下「基本指針」という。）を定めるものとする。 

（２以下省略） 

 

（市町村障害福祉計画） 

第八十八条 市町村は、基本指針に即して、障害福祉サービスの提供体制の確保その他この

法律に基づく業務の円滑な実施に関する計画（以下「市町村障害福祉計画」という。）を定

めるものとする。 

２ 市町村障害福祉計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 
一 障害福祉サービス、相談支援及び地域生活支援事業の提供体制の確保に係る目標に

関する事項 
二 各年度における指定障害福祉サービス、指定地域相談支援又は指定計画相談支援の

種類ごとの必要な量の見込み 
三 地域生活支援事業の種類ごとの実施に関する事項 

３ 市町村障害福祉計画においては、前項各号に掲げるもののほか、次に掲げる事項につい

て定めるよう努めるものとする。 

一 前項第二号の指定障害福祉サービス、指定地域相談支援又は指定計画相談支援の種

類ごとの必要な見込量の確保のための方策 

二 前項第二号の指定障害福祉サービス、指定地域相談支援又は指定計画相談支援及び

同項第三号の地域生活支援事業の提供体制の確保に係る医療機関、教育機関、公共職

業安定所、障害者職業センター、障害者就業・生活支援センターその他の職業リハビ

リテーションの措置を実施する機関その他の関係機関との連携に関する事項 

（４～５省略） 

６ 市町村障害福祉計画は、児童福祉法第三十三条の二十第一項に規定する市町村障害児福

祉計画と一体のものとして作成することができる。 

７ 市町村障害福祉計画は、障害者基本法第十一条第三項に規定する市町村障害者計画、社

会福祉法第百七条第一項に規定する市町村地域福祉計画その他の法律の規定による計画

であって障害者等の福祉に関する事項を定めるものと調和が保たれたものでなければな

らない。 

８ 市町村は、市町村障害福祉計画を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、住

民の意見を反映させるために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

９  市町村は、 第八十九条の三第一項に規定する 協議会を 設置し たと き は、 市町村障害福祉

計画を 定め、 又は変更し よ う と する 場合において、 あら かじ め、 当該協議会の意見を 聴く

よ う 努めなければなら ない。  

１０ 障害者基本法第三十六条第四項の合議制の機関を設置する市町村は、市町村障害福祉

計画を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、当該機関の意見を聴かなければ

ならない。 



 

 

3 

 

（１１以下省略） 


